
（要綱　様式第１号）

令和６年度　　就学援助費交付申請書

宇部市教育委員会　様

　
〒　　　　　　－ 　

宇部市

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　）

学校

学校

学校

学校

＜同居者全員の氏名等＞ ※住民票が別でも同居の場合は記入してください。(単身赴任者も含む)

申請者
T･S
H･Ｒ

T･S
H･Ｒ

T･S
H･Ｒ

T･S
H･Ｒ

T･S
H･Ｒ

T･S
H･Ｒ

T･S
H･Ｒ

（家族の持家も含む） （共益費・駐車場料金を除いた額）

＜住居の種類について＞　　該当する方に○をしてください。

　  １ 　持家　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ 　借家、アパート等（家賃月額　　　　　　　　　　　　円）

・　　　・
配偶者  ・ 子  ・
他（　　　　　）

・　　　・
配偶者  ・ 子  ・
他（　　　　　）

・　　　・
配偶者  ・ 子  ・
他（　　　　　）

・　　　・
配偶者  ・ 子  ・
他（　　　　　）

・　　　・
配偶者  ・ 子  ・
他（　　　　　）

・　　　・
配偶者  ・ 子  ・
他（　　　　　）

上記児童生徒以外の
同居者氏名

生　年　月　日
申請者からの

続柄
データ
確認

・　　　・ 申請者本人

H　　　  ・  　　・

子
小
中

年 月その他

（　　　　）

H　　　  ・  　　・

子
小
中

年 月その他

（　　　　）

その他

（　　　　）

H　　　  ・  　　・

子
小
中

年 月その他

（　　　　）

令和　　　年　　 月　　　日提出

小中学校へ就学する児童生徒について記入してください。（私立等へ就学する場合は別途用紙があります。）

　・　原本（小学校用）

　・　コピー（中学校用）

申請者
住　所

昨年度申請の有無

有　　・　　無

申請者
氏　 名

ふ　り　が　な
児童生徒氏名

生　年　月　日 続柄 学校名
Ｒ６年度
学　年

在籍
開始月

児童生徒コード
（記載不要）

H　　　  ・  　　・

子
小
中

年 月



　１　学校長送り（援助費の請求・受領ならびにその使途についての一切の権限を学校長に委任します。）

銀　 　行

農　 　協

支   　店
支     所

出 張 所

＜必ず以下をお読みいただき、署名または記名・押印をお願いします。＞

私は、次の事項に同意したうえで、宇部市就学援助費の交付申請をします。
1

2

　

3

4

（印）

※

＜判定に使用する収入について＞

（５月末日までに申請される方） 令和4年1月～12月（前々年）の収入により判定を行います。

（６月以降に申請される方）

○令和6年1月1日に宇部市に住民票がありましたか？(同居者含む)

　　あり→所得証明書は不要です。(所得情報が確認できない場合は、市役所市民税課への申告が必要です。)

※教育委員会記入欄
審査

＜所得・家庭状況等について、特記する事項があれば記入してください。＞

この申請は、同居者全員の前々年（令和4年1月～12月）、又は前年（令和5年1月～12月）の収入により
判定を行います。
その収入が現在と大きく異なるような特別な事情がある場合は、ご記入ください。

○令和5年1月1日に宇部市に住民票がありましたか？(同居者含む)

　　あり→所得証明書は不要です。（所得情報が確認できない場合は、市役所市民税課への申告が必要です。）

　　なし→令和5年度所得証明書が必要です。（令和5年１月１日に住民登録のあった自治体で発行されます。）
　　　　　　※平成16年4月1日までに生まれた方は、無収入でも所得証明書が必要です。

信用金庫

口座名義人
（申請者）

フリガナ

　 私及び同居者は、宇部市就学援助費交付要綱に基づく就学援助に関する事務のため、住民票
関係情報と地方税関係情報を宇部市教育委員会が取得することに同意します。

申請者
氏　 名

※本人による自署の場合押印省略可

　就学援助費のうち、給食費については市へ振り込むことに同意し、請求及び受領を市に委任します。

　学用品費等において、学校長に支払うべき費用の納入を１月でも怠ったときは、支給方法を学校長
口座への振込に変更することに同意し、変更後の就学援助費の請求、受領ならびにその使途にかか
る事務の一切の権限を学校長へ委任します。

　就学援助費のうち、医療費については診療報酬及び調剤報酬にかかる保護者負担分を医療機関
口座へ振り込むことに同意し、その金額の請求及び受領を医療機関に委任します。

＜学用品費等の振込先について＞　　１，２のいずれかを選択してください。

金融機関名 種別 口座番号

普通・当座

　２　申請者本人の口座

令和5年1月～12月（前年）の収入により判定を行います。

　　なし→令和6年度所得証明書が必要です。（令和6年１月１日に住民登録のあった自治体で発行されます。）
　　　　　　※平成16年4月1日までに生まれた方は、無収入でも所得証明書が必要です。


